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使用済自動車からの廃発炎筒処理システムについて 

破砕施設での発炎筒※由来の発火事故の危険性が問題提起されたことを受け、日本保安炎筒工業会（以

下、当会）は、使用済自動車の処理段階からの廃発炎筒回収を進めるため、自主的なプログラムとして、

「安全管理プログラム」を創設した。当プログラムでは、廃発炎筒の流通段階から廃棄段階までの安全

性を総点検し、ユーザー及び廃発炎筒に関係する事業者への安全のための広報活動に注力し、廃発炎筒

の安全な回収、処理を行う。廃発炎筒の安全な回収、処理システム（以下、新システム）の実施に向け、

関係者のご理解、ご協力を得るべく調整を進め、今般、新システムを提案することとなった。新システ

ムは、以下の要件を満たすものとし、当会会員各社（以下、発炎筒メーカー）が廃棄物処理法の特例で

ある広域認定を受け、使用済自動車の処理段階から廃発炎筒を引取り、処理を行う。 

 

（廃発炎筒処理システムの必要要件） 

① 火薬類取締法を順守したものであり、安全な取扱いについて周知を行うこと 

② 廃棄物処理法を順守した適正処理できるものであり、広域認定制度等に基づく分散型適正処理体制を整備すること 

③ 経済的に維持可能な継続性、安定性のあるものとすること 

④ 処理費用を極力低減させ、関係者の直接間接の負担を軽減することとし、費用の精査と削減に努めること 

 

整備段階（自動車販売業者や自動車部品販売業者）から排出される廃発炎筒の処理についても、新シ

ステムで対応することとし、発炎筒メーカー各社は、広域認定が認められた後、速やかに新システムを

開始する。 

※発炎筒は、火薬類取締法第２条に定められた「がん具煙火」に相当する。廃棄物となっても火薬類取締法の適用があ

り、運搬時は火薬量２t を超えた場合、貯蔵時は火薬量２５kg を超えた場合に、「火薬類」としての適用がなされる。

２５㎏以上の「がん具煙火」の貯蔵にあたっては、「がん具煙火貯蔵庫」での貯蔵が必要となる。がん具煙火貯蔵庫の

設置に際しては、火薬類取締法により都道府県知事から許可を受けなければならない。 

 

【新システムの概要】 

 新システムでは全国に廃発炎筒の引取場所を設定し、廃発炎筒を引取り、処分する。システム開始後

は、発炎筒メーカーは、処分費用を製品価格に含めて販売することとし、廃棄時に処分費用を徴収する

ことなく引取ることとする（ただし、メーカーが指定する引取場所までの物流費、廃棄に際して必要な

専用箱代金は排出者が負担）。具体的な取り回し等については以下のとおり（添付参照）。 

 

 発炎筒メーカーは共同で、引取場所（以下、「指定引取場所」という。）を配置。指定引取場所は、焼却施設を

有する産業廃棄物処理業者（発炎筒メーカーの広域認定を受けた者）及び発炎筒メーカー等とし、全国に配置

する（２０か所）。指定引取場所で引取後、焼却施設（１７か所）で処分する。 

 排出者は、廃棄に当たって、廃棄専用箱を発炎筒メーカーより購入し、廃発炎筒を専用箱に詰めた上、これを

指定引取場所に引き渡す。 

 廃棄専用箱は、１箱当たり１００本（火薬量８㎏程度に相当）まで収納でき、排出者は貯蔵する火薬量が２５

㎏に達する前に（廃棄専用箱３箱に相当）、速やかに指定引取場所に引き渡す。 

 指定引取場所までの運搬は、排出者自らが行うか、広域認定を受けた運搬業者が行う。 

 指定引取場所での処分（焼却）は、熱回収を伴うものとする。 

 廃棄物処理委託先情報、回収・処理実績、廃発炎筒の安全な取扱い及びその他システムの詳細については、当

会ホームページ上で開示する（ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｓａｆｅｔｙ－ｆｌａｒｅ．ｊｐ）。 

 排出者向け周知については、随時、関係団体を通じて資料配布するほか、国の協力を得て、自治体を通じた周

知を行う予定。 
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新システム概念図 

 
 

【変更点及び今後の課題】 

新システムの検討にあたっては、当初、シールを用いた徴収方法を検討していたが、関係者との調整

の結果、以下のような変更及び課題が生じている。 

 

① 変更点：製品価格に内部化する費用の性質 

発炎筒の流通は、主として、新車搭載用として自動車製造業者等、交換用として自動車販売業者・自

動車部品販売業者及び整備事業者、交換用を主とする一般小売業者、の３経路がある。当初予定してい

た新システムでは、将来必要となる処分費用を製品価格に内部化させ、システム開始前に販売された製

品については排出時に処分費用を徴収するとしていたが、関係者の合意を得ることが出来なかった。代

案として、発炎筒メーカーが、廃棄された発炎筒の処分費用を負担し、必要となる費用を製品価格に内

部化して販売する方法を用いることとした。 

 

② 課題：製品販売状況に変化が起きた場合に処分費用を確保できない惧れ 

過去の廃棄に係った費用を製品価格に内部化させる方法であるため、システムの安定的な取り回しに

は、廃棄量と販売量がある程度一定であることが求められる。販売量が大きく減少した場合等には、個々

の製品価格に処分費用を内部化するには限界があり、適正な処分費用を確保できず、ひいては処理シス

テムの維持が不可能となることが想定される。そのため、発炎筒の販売状況に大きな変化が生じた場合

には、廃発炎筒の適正な処理システム維持のため、排出者及び自動車製造業者等をはじめとする関係者

のご協力をいただき、本システムを見直すことを前提として開始する。 

以上 
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• 破砕工程での発火原因として指摘されていた廃発炎筒の回収処理について、発
炎筒メーカーは新たなシステムを開始する。 

 
• 新システムは、使用済自動車段階及び整備段階からの廃発炎筒を対象とする。 
 
• 発炎筒メーカー2社（日本カーリット株式会社、国際化工株式会社）は、廃棄物処
理法の特例である広域認定を受け、廃発炎筒の適正処理を行う。 

 

• 広域認定範囲は、排出者から引き取りを行う宅配業者、廃発炎筒を引き取る指定
引取場所、焼却処分を行う処分施設、とする。 

 

• 日本保安炎筒工業会は、新システムの周知広報を実施し、回収処理実績、廃発
炎筒の安全な取扱い等の情報をＨＰ上で公開する。 
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概要説明 
※番号は図中の番号と一致 

 
 

① 排出者は、発炎筒メーカーから廃棄専用箱（※）を
購入し、廃棄専用箱に詰めた廃発炎筒を、広域認
定を受けた宅配業者に運搬を依頼する（有料）、ま
たは、自らが指定引取場所に持ち込む。ただし、
宅配業者への依頼または直接持ち込みに際して
は、廃棄専用箱を購入した発炎筒メーカーに事前
連絡が必要。 

（※ 廃棄専用箱は、運搬時の安全を確保し、
保管数量を管理しやすくするために設計された
もの） 

② 指定引取場所に持ち込まれた廃発炎筒は、焼却
処分される。原則として指定引取場所は焼却施設
を有する産業廃棄物処理業者とするが、焼却施設
を有しない場合は、保管量が規定数を超える前に
焼却施設に運搬する。 

③ 発炎筒メーカーは、宅配業者に対しては、排出者
が利用の都度支払った費用から運賃を支払う。ま
た、指定引取場所・焼却施設に対しては、一旦費
用を支払い、支払実績に基づいて費用を製品価
格に内部化しユーザーから徴収したお金で支払い
費用を充当する。 

④ 発炎筒メーカーは、過去に廃棄された発炎筒の処
分費を製品販売時に徴収する。製品購入者は、製
品価格に処分費が内部化された製品を購入する。 

廃発炎筒処理システム概要 



指定引取場所・焼却施設 配置図 

• 指定引取場所＝20か所（うち、指定引取場所兼焼却施設＝16か所、指定引取場所のみ＝4か所） 
• 焼却施設＝17か所（うち、焼却のみ＝1か所） 



廃棄専用箱について 
• 廃棄専用箱は、中仕切りによって、廃発炎筒が摩擦によって発火することがないように設計
上工夫されており、落下試験等によって運搬上の安全性が確認されたもの。 

• 廃棄に当たって、排出者は、発炎筒メーカーより廃棄専用箱を購入する。 
• 排出者は、廃棄専用箱3箱（火薬量25㎏未満）を超えないうちに、廃棄専用箱入りの廃発炎
筒を指定引取場所に引き渡す（4箱以上で火薬類取締法の貯蔵に関する規定が適用される
ため）。 

• 指定引取場所への引き渡しに際しては、発炎筒メーカーの広域認定範囲内である宅配業
者に運搬を依頼するか、排出者自らが運搬して直接持ち込む。ただし、宅配業者への運搬
依頼及び指定引取場所への持ち込みに際しては、事前に、廃棄専用箱を購入した発炎筒
メーカーに問い合わせが必要。 

廃棄専用箱（100本入り） 
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